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第３章 住民アンケート調査結果 

本章では、本計画の見直しにあたって住民アンケートを行いその結果から、住民のニーズ等を

把握しました。 

 

１．調査の概要 

１） 調査方法及び実施時期                            

実施概要は、以下のとおりです。 

 

 

２） アンケート調査項目                             
 

名称 住宅・住環境に関するアンケート調査 

実施年月 令和7（2025）年2月1日～2月28日 

実施方法 郵送による配布および回収 

調査対象者 本市にお住いの18歳以上の住民（無作為抽出） 

配付数 1,999票（2,000票発送、うち宛先不明等無効1票） 

有効回収数（回収率） 727票（36.3％） 

問番号 設問 備考 

回答者の属性 

 

問１ 回答者の年齢 単数回答 

問２ 回答者の勤務先 単数回答 

問３ 同居するご家族の構成・人数 単数回答 

問４ ご家族全員の合計年収 単数回答 

問５ お住まいの地区 単数回答 

現在の住まいの状況 

 

問６ お住まいの住宅の種類(持家、借家等) 単数回答 

問７ お住まいの住宅の居住年数 単数回答 

問８ お住まいの住宅の建築時期 単数回答 

問９ お住まいの住宅の総床面積 記述式 

問10 
お住まいの住宅の月々の住宅費（住宅ローン返済額や家賃

等） 
単数回答 

問11 お住まいの住宅や周辺の居住環境に関する満足度 単数回答 

問12 
お住まいの住宅や周辺の居住環境に関する個別の満足度（22

項目） 
項目ごと単数回答 

問13 お住まいの住宅の確保について 単数回答 

問14 お住まいの住宅の確保が困難であった理由 単数回答 

問15 お住まいの住宅からの住替え意向について 単数回答 

問16 住替えたい理由 単数回答 

問17 建替えや改修（リフォーム）工事の実施状況 複数回答 

今後のお住まいに関する考え方 

 問18 建替えや改修（リフォーム）等の今後の予定について 単数回答 
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３） 回答者の属性                                
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問番号 設問 備考 

 
問19 建替えや改修（リフォーム）等の目的について(予定者のみ) 複数回答 

問20 建替えや改修（リフォーム）の実施予定時期について 単数回答 

住宅の地震対策について 

 

問21 お住まいの住宅の耐震性の有無(持家の方のみ) 単数回答 

問22 
耐震性があると思う理由(問21で「あると思う」と回答した

方) 
単数回答 

問23 
耐震改修工事の実施意向 

(問21で「ないと思う」「分からない」と回答した方) 
単数回答 

問24 耐震診断や補強を行うために特に必要だと思われること 単数回答 

空き家について 

 

問25 ご近所の空き家の状況について 単数回答 

問26 

ご近所に空き家が増えることへの不安について(問25で「放置

され老朽化した空き家がある」「老朽化が激しく危険な空き

家がある」と回答した方) 

複数回答 

問27 市の空き家対策として効果的と思うもの 複数回答 

公営住宅の在り方について 

 
問28 公営住宅を借りるとした場合に重視すること 複数回答 

問29 今後の公営住宅の整備等について 単数回答 

市の住宅関連施策について 

 

問30 市の住宅施策や住環境施策として効果的と思うもの 複数回答 

問31 お住まいの地域の子育て環境について重要だと思うもの 複数回答 

問32 
高齢者や障がい者などが安心して暮らすための重点施策とし

て効果的と思うもの 
複数回答 

問33 
市の住宅施策や住環境施策の情報を発信していく方法として

効果と思うもの 
単数回答 

問34 住宅や住環境に関するご意見など 記述式 

18～19歳

1.1%
20～29歳

6.7%

30～39歳

9.8%

40～49歳

13.8%

50～59歳

18.7%

60～64歳

9.3%

65～74歳

17.7%

75歳以上

22.3%

無回答, 0.6%

自宅

10.6%

自宅以外の成田市

33.8%

千葉市内

2.6%
その他千葉県内

14.7%

東京都内

3.6%

その他

2.2%

働いていない

31.1%

無回答

1.4%

図 3-2 回答者の勤務先 図 3-1 回答者の年齢 
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26.0%

18.3%

1.9% 0.8%

4.1%

0.8%

8.4%

25.9%

5.6%
7.7%

0.4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

成
田
地
区

公
津
地
区

八
生
地
区

中
郷
地
区

久
住
地
区

豊
住
地
区

遠
山
地
区

ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
地
区

下
総
地
区

大
栄
地
区

無
回
答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．調査の結果 

１）家族構成                                    

回答者の家族構成は、「夫婦と子ども」が 37.3％と最も多く、次いで「夫婦のみ」が 26.7％、

「単身」が 13.5％となっており、「ひとり親と子ども」「三世代同居」は少ない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）年収について                                 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

図 3-3 回答者のお住まいの地区 

単身

13.5%

夫婦のみ

26.7%

夫婦と子ども

37.3%

ひとり親と子ども

6.9%

三世代同居

6.7%

その他

6.3%

無回答

2.6%

200万円未満

9.1%
200万円以上300万円未満

11.8%

300万円以上400万円未満

11.4%
400万円以上

53.2%

わからない

11.3%

無回答

3.2%

家族全員の年収合計では、「400万円以上」が 53.2％と

なっている一方、「300 万円未満」は 20.9％となってお

り、家族構成別でみると、単身世帯が 48.0％と最も多く、

次いでひとり親と子ども世帯が 34.0％、夫婦のみ世帯が

27.6％となっています。 

65 歳以上の方がいる世帯と 18 歳未満の方がいる世帯

のそれぞれの合計年収をみると、65 歳以上の方がいる世

帯では、全体の 30.1％が 300万円未満であり、18歳未満

の方がいる世帯では、全体の 4.8％が 300万円未満となっ

ています。 
図 3-5 家族全員の合計年収 

図 3-4 家族構成 
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３）住まいの状況                                 

住宅種類は、「持家一戸建」が 66.6％と最も多く、「持家共同住宅」を合わせた持家率は

79.7％となっており、住宅の居住年数は、「30年以上」が 35.6％と最も多く、次いで「10年

以上 20年未満」が 19.9％、「20年以上 30年未満」が 16.9％となっています。 

また、住宅の建築時期については、「平成 3（1991）年～平成 12（2000）年」「平成 13（2001）

年～平成 22（2010）年」が多く、現行の建築基準法より以前に建築された（昭和 55（1980）

年以前に建築された）住宅は 18.6％となっています。居住年数を見ると、20 年以上の世帯が

13.2%

9.1%

16.9%

11.8%

15.3%

11.4%

36.7%

53.2%

14.6%

11.3%

3.3%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

65歳以上世帯（378）

全体（727）

２００万円未満 ２００万円以上３００万円未満 ３００万円以上４００万円未満

４００万円以上 わからない 無回答

23.5%

16.0%

12.4%
1.1%

2.0%

9.1%

24.5%

18.0%

15.2%

4.8%

4.1%

11.8%

9.2%

18.0%

17.6%

7.0%

4.1%
11.4%

21.4%

30.0%

48.7%

75.0%

53.0%

53.2%

9.2%

16.0%

3.5%

10.7%

36.8%

11.3%

12.2%

2.0%
2.6%

1.4%

0.0%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単身（9 8）

ひとり親と子ども（5 0）

夫婦のみ（ 193）

夫婦と子ども（27 1）

三世代同居（4 9）

全体（7 27）

200万円未満 200万円以上300万円未満 300万円以上400万円未満 400万円以上 わからない 無回答

図 3-6 家族構成別合計年収の割合 

1.7%

9.1%

3.1%

11.8%

6.9%

11.4%

75.9%

53.2%

10.8%

11.3%

1.6%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

18歳未満世帯（129）

全体（727）

２００万円未満 ２００万円以上３００万円未満 ３００万円以上４００万円未満

４００万円以上 わからない 無回答

図 3-8 18 歳未満の方がいる世帯の合計年収の割合 

図 3-7 65 歳以上の方がいる世帯の合計年収の割合 
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52.5％と半数以上を占めており、本市に住宅を取得し長く住んでいることがわかります。 

持家一戸建、持家共同住宅を合わせた持家率を高齢者世帯（65 歳以上の方の単身世帯と夫

婦のみ世帯を合計した世帯数「以下、同じ」）、18歳未満の方がいる世帯別でみると、高齢者

世帯が 90.9％と高く、18歳未満の方がいる世帯が 85.3％となっています。また、持家の世帯

合計年収の割合をみると、「400万円以上」が 54.9％と一番多くなっています。 

前回（平成 30（2018）年度）のアンケート結果と比較すると、高齢者世帯では持家一戸建の

割合が 12％上昇、18 歳未満の方がいる世帯では持家一戸建ての割合が 3％減少するとともに

持家共同住宅の割合が 6％上昇しています。 

一方、公的借家（ＵＲ賃貸住宅、県営住宅、市営住宅等）にお住まいの方の割合をみると、

家族合計年収 300 万円未満の世帯が 50％を占めており、また、住まいの状況を見ると高齢者

世帯の持家率が全体よりも高く、18 歳未満の方がいる世帯では、持家率は全体と比べても大

差はありませんが、分譲マンション等の共同住宅の持家にお住まいの世帯が全体の割合より

も高くなっています。 

  
S45（1970）年以前

5.0%

S46（1971）年～

S55（1980）年

13.6%

S56（1981）年～

H2（1990）年

15.1%

H3（1991）年～

H12（2000）年

18.3%

H13（2001）年～

H22（2010）年

17.1%

H23（2011）年～

R元（2019）年

11.1%

R元年以降

8.9%

わからない

8.4%

無回答

2.5%

図 3-10 住宅の建築時期 

図 3-11 居住年数 

持家一戸建

66.6%

持家共同住宅（分譲マンション）

13.1%

民間借家一戸建

0.8%

民間借家共同住宅（賃貸マ

ンション・アパート等）

11.6%

公的借家（UR賃貸住宅・県営住宅・

市営住宅等）

4.7%

社宅・官舎、寮

1.8% その他1.2% 無回答

0.2％

図 3-9 住宅の種類 

 
5年未満

15.5%

5年以上10年未満

10.3%

10年以上20年未満

19.9%

20年以上30年未満

16.9%

30年以上

35.6%

わからない

1.4%
無回答

0.4%
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80.9%

66.6%

10.0%

13.1%

0.3%

0.8%

2.6%

11.6%

3.9%

4.8%

0.4%

1.9%

1.9%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者世帯（378）

全体（727）

持家一戸建 持家共同住宅（分譲マンション等）

民間借家一戸建 民間借家共同住宅（賃貸マンション・アパート等）

公的借家（ＵＲ賃貸住宅、県営住宅、市営住宅等） 社宅・官舎、寮

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

住宅の総床面積の状況をみると、全体では「100㎡以上 150 ㎡未満」が 29.4％と最も多く、

総床面積の平均は 121.0㎡（約 36.6坪）となっており、これを高齢者世帯、18歳未満の方が

いる世帯、家族合計年収 300万円未満の世帯のそれぞれについてみると、100㎡以上の総床面

積の割合は、高齢者世帯が 55.8％と最も高くなっています。 

なお、最低居住面積水準未満の住宅にお住まいの方は全体の 2.6％という状況です。 

65.9%

66.6%

19.4%

13.1%

0.8%

8.5%

11.6%

3.8%

4.8%

2.4%

1.9%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

18歳未満世帯

（129）

全体（727）

持家一戸建 持家共同住宅（分譲マンション等）

民間借家一戸建 民間借家共同住宅（賃貸マンション・アパート等）

公的借家（ＵＲ賃貸住宅、県営住宅、市営住宅等） 社宅・官舎、寮

その他

図 3-13 高齢者世帯の住宅の種類の割合 

図 3-14 18 歳未満の方がいる世帯の住宅の種類の割合 

22.2%

15.4%

7.1%

0.0%

26.5%

8.1%

11.1%

7.7%

16.7%

0.0%

23.5%

10.7%

0.0%

15.4%

14.3%

33.3%

2.9%

11.2%

44.5%

53.8%

53.6%

66.7%

26.5%

54.9%

22.2%

7.7%

4.8%

0.0%

5.9%

12.3%

0.0%

0.0%

3.5%

0.0%

14.7%

2.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他（9）

社宅・官舎・寮（13）

民間借家共同住宅（84）

民間借家一戸建（6）

公的借家（34）

持家一戸建・共同住宅（579）

200万円未満 200万円以上300万円未満 300万円以上400万円未満 400万円以上 わからない 無回答

図 3-12 住宅の種類別年収比 
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不明・無回答

25㎡未満

1.3％

25㎡以上50㎡未満

4.3%

50㎡以上75㎡未満

9.6%

75㎡以上100㎡未満

15.4%

100㎡以上150㎡未満

29.4%

150㎡以上

18.4%

不明・無回答

21.6%

1.1%

1.3%

1.3%

4.3%

5.8%

9.6%

17.7%

15.4%

31.2%

29.4%

24.6%

18.4%

18.3%

21.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者世帯（378）

全体（727）

25㎡未満 25㎡以上50㎡未満 50㎡以上75㎡未満 75㎡以上100㎡未満

100㎡以上150㎡未満 150㎡以上 不明・無回答

最低居住面積水準未満
2.6%

最低居住面積水準以上

誘導居住面積水準
25.7%

誘導居住面積水準以上
49.5%

不明・無回答
22.2%

図 3-15 住宅の総床面積 図 3-16 居住水準面積別の割合 

図 3-17 高齢者世帯の住宅の総床面積の割合 

図 3-18 18 歳未満の方がいる世帯の住宅の総床面積の割合 

1.3%

2.3%

4.3%

10.1%

9.6%

13.2%

15.4%

28.7%

29.4%

15.5%

18.4%

30.2%

21.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

18歳以下世帯（129）

全体（727）

25㎡未満 25㎡以上50㎡未満 50㎡以上75㎡未満 75㎡以上100㎡未満

100㎡以上150㎡未満 150㎡以上 不明・無回答

4.8%

1.3%

5.9%

4.3%

12.0%

9.6%

16.7%

15.4%

21.4%

29.4%

10.7%

18.4%

28.5%

21.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

300万円未満（84）

全体（727）

25㎡未満 25㎡以上50㎡未満 50㎡以上75㎡未満 75㎡以上100㎡未満

100㎡以上150㎡未満 150㎡以上 不明・無回答

図 3-19 300 万円未満世帯の住宅の総床面積の割合 
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住宅の月の住宅費（住宅ローン返済や家賃等）の割合をみると、「費用はかからない」が 47.9％

と最も多く、家賃金額の中では「4～6 万円未満」11.9％、「6～8 万円未満」11.7％と多くな

っており、世帯年収別では、200万円未満の世帯の 22.7％が家賃 4万円未満であり、世帯年収

400万円以上の世帯では、家賃 8～10万円未満の世帯が多くなっています。 

持家・借家別の家賃では、持家の 55.3％の方が「費用はかからない」状況であり、借家では

「4～6万円未満」の家賃の方が 29.9％と最も多くなっています。 

高齢者世帯では、70.9％の世帯が「費用はかからない」状況であり、全体の 45.5％と比べて

高い水準となっています。18歳未満の方がいる世帯では、13.9％の方が「費用はかからない」

状況であるが、57.3％の方が家賃 6万円以上となっており、全体の割合と比べて 2倍以上の高

い水準となっています。前回（令和元（2019）年度）のアンケート結果と比較すると、18歳未

満の方がいる世帯では費用はかからないと回答している世帯の割合が約 3 分の 1 に減少して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.7%

0.0%

4.1%

3.6%

4.7%

7.6%

0.0%

3.7%

4.9%

7.2%

5.8%

15.1%

17.4%

6.1%

10.8%

13.3%

16.3%

9.2%

8.7%

6.1%

14.5%

12.0%

6.9%

3.0%

13.0%

8.5%

15.3%

3.7%

1.2%

1.5%

0%

1.2

8.0％
1.2

0.0

0.0％

0.0%

2.4%

3.9%
0.0%

0.0%

0.0%

26.1%

61.0%

37.2%

53.0%

61.6%

51.5%

26.1%

11.0%

1.3%

6.0%

3.5%

12.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答（23）

わからない（8 2）

4 00万円以上（ 387）

3 00万円以上40 0万円未満（83）

2 00万円以上30 0万円未満（86）

2 00万円未満（ 66）

２万円未満 2～４万円未満 4～6万円未満 6～8万円未満 8～10万円未満

10～12万円未満 12万円以上 費用はかからない 無回答

2万円未満

4.3% 2～4万円未満

6.2%

4～6万円未満

11.9%

6～8万円未満

11.7%

8～10万円未満

10.7%

10～12万円未満

4.8%

12万円以上

2.5%

費用はかから

ない

47.9%

図 3-20 月々の住宅費 

（住宅ローン返済額や家賃等） 

図 3-21 住宅の家賃の割合（世帯年収別） 



 

－25－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3%

3.5%

12.4%

4.5%

29.9%

6.9%

26.3%

7.8%

13.1%

9.7%

5.1%

4.5%

2.2%

2.2%
2.9%

55.3%

0.8%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

借家（137）

持家（579）

2万円未満 2～4万円未満 4～6万円未満

6～8万円未満 8～10万円未満 10～12万円未満

12万円以上 費用はかからない 無回答

図 3-23 高齢者世帯の住宅の家賃の割合 

図 3-24 18 歳未満の方がいる世帯の住宅の家賃の割合 

4.7%

4.2%

4.5%

5.9%

6.6%

11.3%

3.2%

11.2%

2.6%

10.2%

0.9%

4.5%

0.5%

2.3%

70.9%

45.5%

6.1%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者世帯（378）

全体（727）

２万円未満 ２～４万円未満 ４～６万円未満 ６～８万円未満 ８～１０万円未満

１０～１２万円未満 １２万円以上 費用はかからない 無回答

1.6%

4.2%

5.4%

5.9%

16.3%

11.3%

17.8%

11.2%

30.2%

10.2%

6.2%

4.5%

3.1%

2.3%

13.9%

45.5%

5.5%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

18歳未満世帯(129)

全体（727）

２万円未満 ２～４万円未満 ４～６万円未満 ６～８万円未満 ８～１０万円未満

１０～１２万円未満 １２万円以上 費用はかからない 無回答

図 3-22 持家・借家別の住宅の家賃の割合 
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満足

21.4%

ほぼ満足

52.3%

やや不満

17.5%

不満

7.0%

無回答

1.8%

４） 住宅・住環境に対する満足度                         

住宅や周辺の居住環境に関する満足度では、概ね満足（「ほぼ満足」と「満足」を合計した

割合「以下、同じ」）と回答された方の割合が 73.7％と高く、概ね不満（「やや不満」と「不

満」を合計した割合「以下、同じ」）と回答された方の割合は 24.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅や周辺の居住環境に関する個別の満足度では、概ね満足と回答されたものの割合が高く

なっていますが、全体及び持ち家世帯において「②冷暖房の費用負担等省エネ対策」では、概

ね不満と回答された方の割合が概ね満足と回答された方の割合よりも高い割合となり、他の項

目と比較しても不満に感じている世帯が多いことが明らかになりました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

32.3%

27.8%

22.1%

15.3%

22.8%

22.0%

20.8%

21.2%

24.5%

14.7%

29.4%

32.3%

14.7%

21.0%

14.3%

19.1%

23.2%

19.1%

13.8%

17.9%

8.3%

14.3%

47.3%

51.9%

55.8%

54.3%

37.3%

47.0%

40.0%

39.1%

37.3%

47.3%

42.5%

43.3%

50.3%

49.1%

41.3%

37.8%

37.7%

41.4%

43.2%

44.4%

31.9%

44.0%

14.3%

15.0%

15.5%

21.7%

22.4%

20.1%

22.6%

25.4%

19.8%

28.9%

21.5%

17.6%

24.2%

21.2%

29.4%

26.5%

29.3%

24.9%

30.7%

24.9%

41.0%

29.0%

4.7%

3.2%

4.4%

6.2%

14.3%

8.5%

13.1%

12.2%

16.4%

7.3%

5.1%

4.8%

8.3%

6.5%

12.8%

14.9%

8.3%

12.5%

10.2%

9.6%

16.5%

9.8%

1.4%

2.1%

2.2%

2.5%

3.2%

2.4%

3.5%

2.1%

2.0%

1.8%

1.5%

2.0%

2.5%

2.2%

2.2%

1.7%

1.5%

2.1%

2.1%

3.2%

2.3%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

㉒日当たり、風通しなどの空間のゆとり

㉑緑、水辺などの自然

⑳まちの景観

⑲近隣の人たちとのコミュニティ

⑱通勤、通学の利便性

⑰騒音、大気汚染などの少なさ

⑯子どもの遊び場、公園

⑮まわりの道路の歩行時の安全性

⑭買い物、娯楽、医療・福祉施設の利便性

⑬治安・犯罪発生の防止

⑫住宅の広さ、間取り

⑪居間など主たる居住室の採光

⑩住宅の維持管理のしやすさ

⑨換気性能

⑧住宅のいたみの少なさ

⑦住宅の断熱性や気密性

⑥収納スペース

⑤外部からの騒音などに対する遮音性

④住宅の防犯性

③地震・火災・水害などに対する安全性

②冷暖房の費用負担等省エネ対策

①高齢者への配慮

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答

図 3-25 住宅や居住環境に関

する満足度 

図 3-26 住宅や居住環境に関する個別の満足度 
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非常に困難

であった

3.7%

まあ困難で

あった

26.7%

あまり困難で

はなかった

45.4%

まったく困難

ではなかった

21.3%

無回答

2.9%

希望条件に合致する物件が

不足していたため

47.5%
資金が不足してい

たため

31.7%

住宅の情報が手に入

りにくかったため

7.7%

連帯保証人がい

ないため

2.3%

その他

9.5%

無回答

1.3％

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

お住まいの住宅を確保するのに困難と感じたかについては、「あまり困難ではなかった」が、

45.4％と最も多く、「非常に困難であった」「まあ困難であった」方の困難と感じた理由は、「希

望条件に合致する物件が不足していたため」が約半数を占め、次いで「資金が不足していたた

め」が 31.7％でした。 

住替え意向については、「住替えは考えていない」が 54.1％と最も多く、「将来的に住替えを

考えたい」、「すぐにでも住替えたい」の合計の約 2倍になっています。また、住替えたい理由

としては、「通勤・通学・買い物・通院等の利便性を改善したい」が 22.6％と最も多く、つい

で「退職後・離職後の生活を充実させたい」が 20.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-28 住宅確保の困難度 

33.5%

28.5%

21.8%

16.8%

21.8%

22.6%

19.9%

20.4%

23.0%

14.9%

30.1%

34.0%

14.9%

22.8%

14.9%

20.9%

25.2%

21.8%

13.6%

18.3%

9.0%

15.0%

46.8%

51.6%

55.6%

56.1%

35.8%

46.6%

38.0%

38.7%

36.3%

47.3%

41.8%

42.0%

49.7%

50.6%

42.3%

39.0%

36.4%

43.0%

44.2%

45.6%

33.5%

44.4%

14.3%

14.9%

15.7%

20.0%

23.0%

19.0%

23.8%

26.3%

19.9%

29.0%

21.8%

18.0%

25.2%

19.2%

29.4%

24.5%

28.8%

22.5%

30.6%

24.0%

40.1%

27.3%

4.3%

3.3%

5.2%

5.2%

16.1%

9.8%

14.5%

13.1%

18.8%

7.4%

5.0%

4.5%
8.5%

5.4%
11.7%

14.0%

8.1%

10.9%

9.7%

9.7%

15.4%

11.1%

1.0%

1.7%

1.7%

1.9%

3.5%

1.9%

3.8%

1.6%

2.1%

1.4%

1.4%

1.6%

1.7%

2.1%

1.7%

1.6%

1.4%

1.9%

1.9%

2.4%

2.1%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

㉒日当たり、風通しなどの空間のゆとり

㉑緑、水辺などの自然

⑳まちの景観

⑲近隣の人たちとのコミュニティ

⑱通勤、通学の利便性

⑰騒音、大気汚染などの少なさ

⑯子どもの遊び場、公園

⑮まわりの道路の歩行時の安全性

⑭買い物、娯楽、医療・福祉施設の利便性

⑬治安・犯罪発生の防止

⑫住宅の広さ、間取り

⑪居間など主たる居住室の採光

⑩住宅の維持管理のしやすさ

⑨換気性能

⑧住宅のいたみの少なさ

⑦住宅の断熱性や気密性

⑥収納スペース

⑤外部からの騒音などに対する遮音性

④住宅の防犯性

③地震・火災・水害などに対する安全性

②冷暖房の費用負担等省エネ対策

①高齢者への配慮

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答

図 3-27 住宅や居住環境に関する個別の満足度（持家世帯） 

図 3-29 住宅確保困難の理由 
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72.7%

47.4%

34.0%

23.2%

37.7%

53.8%

68.1%

72.4%

65.6%

50.9%

18.2%

31.6%

61.7%

71.0%

50.0%

39.3%

23.4%

17.1%

28.1%

40.2%

9.1%

21.0%

4.3%

5.8%

12.3%

6.9％

8.5%

10.5%

6.3%

8.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答（11）

わからない（19）

令和元(2019)年以降（47）

平成23(2011)年～令和元(2019)年（69）

平成13(2001)年～平成22(2010)年（114）

平成3(1991)年～平成12(2000)年（117）

昭和56(1981)年～平成2(1990)年（94）

昭和46(1971)年～昭和55((1980)年（76）

昭和45(1970)年以前（32）

全体（579）

実施したことがある 実施したことはない 無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）建替・リフォームの現状と今後の予定                       

持家に住んでいる方の建替えや改修（リフォーム）工事の実施状況は、「実施したことがあ

る」方が 50.9％となっており、建築時期別の実施状況では、昭和 46（1971）年～昭和 55（1980）

年に建築された住宅における実施率が高くなっています。 

建替・リフォームの種類は、「台所・浴室等の水回りのリフォーム」が最も多くなっており、

次いで「家族構成の変化に合わせた増築・間取りの変更」「建替えた」「省エネ・自然エネル

ギーを導入した」の順となっています。65歳以上の方がいる世帯といない世帯の建替・リフォ

ームの状況をみると、「省エネ・自然エネルギーを導入した」を除くすべての項目で 65 歳以

上の方がいる世帯の実施率が高くなっています。 

次に、今後の建替・リフォームの予定についてみると、全体の 28.5％の方が建替やリフォー

ムなど、何らかの改築・改修・住替えを予定しており、建替・改修の主な目的では、「居住環

境を良くするため」「高齢期に対応した住環境にするため」「住宅の維持管理等を容易にする

ため」と回答された方の割合が高くなっており、そのうち 25.4％の方が今後 5 年未満で実施

する予定と回答しています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住替えは考え

ていない

54.1%
将来的に住替

えを考えたい

22.7%

すぐにでも住

替えたい

4.8%

わからない

16.4%

無回答

2.0%

図 3-30 住替えの意向 

 

通勤・通学・買い物・通院

等の利便性を改善したい

22.6%

自然環境や住環

境を改善したい

11.1%

親族との同居もしく

は近居を希望してい

る

5.8%
家賃やローンの負

担を軽減したい

10.0%

住宅性能（耐震・省エ

ネ・バリアフリーなど）

を向上させたい

16.2%

子育て・教育の

環境を整えたい

8.1%

退職後・離職後の生活

を充実させたい

20.9%

その他

5.3%

図 3-31 住替え希望の理由 

図 3-32 建築時期別建替・リフォーム実施状況の割合 



 

－29－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.2% 40.2%

12.5%
9.9% 9.7% 8.7%

5.1% 4.1%
7.9% 8.8%

30.8%

18.1%

9.7%
8.9%

4.1%

7.4%

3.3%
3.3% 4.3% 5.9%

11.5%

22.1%

2.8% 1.0%
5.6%

1.3% 1.8% 0.8% 3.6% 2.9%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

台
所
・
浴
室
等
の
水
回
り
の
リ

フ
ォ
ー
ム
を
し
た

実
施
し
た
こ
と
は
な
い

家
族
構
成
の
変
化
に
合
わ
せ
た

増
築
・
間
取
り
の
変
更
を
し
た

建
替
え
た

省
エ
ネ
・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を

導
入
し
た

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
工
事
を
し
た

断

熱

性

向

上

の

た

め

の

リ

フ
ォ
ー
ム
を
し
た

耐

震

性

向

上

の

た

め

の

リ

フ
ォ
ー
ム
を
し
た

そ
の
他

無
回
答

全体(579)

65歳以上いる世帯(344)

65歳以上いない世帯(235)

図 3-35 建築・リフォーム等の今後の予定 

図 3-33 建築・リフォームの種類別実施状況の割合 

図 3-34 65 歳以上の方がいる世帯といない世帯の建築・リフォームの種類別実施状況の割合 

62.2%

13.6%

5.0%

2.8%

1.9%

0.7%

0.3%

0.1%

4.1%

9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

特に何も考えていない

現在の家をリフォームする予定

新築の家を建てるまたは購入する予定

中古の家を購入する予定

家を譲り受けるまたは同居予定

新築もしくは中古の家を借りる予定

現在の家を建て替える予定

家を建てるための土地のみを購入する予定

その他

無回答

42.2%

40.2%

12.5%

9.9%

9.7%

8.7%

5.1%

4.1%

7.9%

8.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

台所・浴室等の水回りのリフォームをした

実施したことはない

家族構成の変化に合わせた増築・間取りの変更をした

建替えた

省エネ・自然エネルギーを導入した

バリアフリー化工事をした

断熱性向上のためのリフォームをした

耐震性向上のためのリフォームをした

その他

無回答
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６）住宅の地震対策について                            

持家の耐震性について、「耐震性があると思う」と回答された方の割合が 33.7％、「耐震性

がないと思う」と回答された方の割合が 19.2％となっています。 

建築時期別にみると、建築時期が新しいほど「耐震性があると思う」と回答された方の割合

が高くなっており、昭和 56（1981）年以降に建築された持家の保有者では「耐震性があると思

う」理由として、「建築時に施工業者などから説明を受けたため」と回答された方の割合が

30.5％と高くなっています。一方、昭和 55（1980）年以前に建築された持家の保有者では、

「これまで地震による被害がなかったため」耐震性があると回答されている方の割合が 47.8％

と高く、耐震改修工事や耐震診断により耐震性を確保または確認された方の割合は 21.7％に

留まっている状況です。さらに、今後の耐震改修工事の実施については、昭和 56（1981）年以

降に建築された持家の保有者及び昭和 55（1980）年以前に建築された持家の保有者ともに、資

金面が耐震改修工事を行うことへの問題となっており、耐震診断や補強を行うために特に必要

（市が行うべきこと）だと思われることについても、「耐震診断・補強の費用に対する助成・

補助金等」が 35.9％と最も多くなりました。 

1年未満

5.7%

1年以上3年未満

10.8%

3年以上5年未満

8.9%

5年以上10年未満

7.9%

10年以上先

3.5%

未定

27.3%

無回答

35.9%

1.9%

0.3%

1.2%

1.6%

2.2%

3.4%

3.7%

4.4%

7.2%

16.5%

20.9%

36.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

その他

立ち退き要求、契約期間切れのため

就職・転職、転勤などへの対応

結婚など世帯の分離や独立のため

資産を形成するため

親や子との同居に対応するため

家を相続するため

住居費を軽減するため

子どもの誕生・成長に備えるため

住宅の維持管理等を容易にするため

高齢期に対応した住環境にするため

居住環境を良くするため

図 3-36 建替・リフォーム等の

実施予定時期 

図 3-37 建替・改修等の目的 
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なお、昭和 55（1980）年以前に建築された持家の保有者においては、資金面以外では「これ

まで地震による被害を受けたことがないため」と「耐震改修工事を実施しても想定外の地震に

は対処できないため実施しない」と回答された方の割合が高くなっています。 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.6%

47.8%

38.6%

35.9%

21.3%

23.7%

15.6%

33.7%

2.1%

4.3%

6.1%

12.8%

28.7%

40.8%

56.3%

19.2%

4.3%

14.5%

13.2%

37.6%

39.4%

27.6%

28.1%

25.6%

34.0%

33.3%

42.1%

13.7%

10.6%

7.9%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年以降（47）

平成23年～平成31年（69）

平成13年～平成22年（114）

平成3年～平成12年（117）

昭和56年～平成2年（94）

昭和46年～昭和55年（76）

昭和45年以前（32）

全体（579）

耐震性があると思う 耐震性がないと思う わからない 無回答

28.7%
26.2% 25.1%

11.8%

3.6% 1.5% 3.1%

21.7%

4.3%

47.8%

4.3%
17.4% 4.3%

30.5% 28.7%

21.0%

13.2%

1.8% 1.8% 3.0%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

建
築
時
に
施
工
業
者
な
ど
か

ら
説
明
を
受
け
た
た
め

信
頼
と
実
績
の
あ
る
ハ
ウ
ス

メ
ー
カ
ー
に
よ
り
建
築
さ
れ

た
住
宅
で
あ
る
た
め

こ
れ
ま
で
、
地
震
に
よ
る
被

害
が
な
か
っ
た
た
め

耐
震
診
断
に
よ
り
耐
震
性
が

あ
る
こ
と
を
確
認
し
た
た
め

耐
震
改
修
工
事
に
よ
り
耐
震

性
を
確
保
し
た
た
め

そ
の
他

無
回
答

全体(195)

昭和55(1980)年以前（23）

昭和56(1981)年以降(167)

図 3-39 耐震性があると思う理由 

建築基準法の改正 

（昭和 56年 6 月）

月） 

 
〔新耐震基準〕 

 

〔旧耐震基準〕 

 

図 3-38 持家の耐震性有無に関する認識 
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７）空き家について                                

ご近所の空き家の状況では、「目につく空き家はない」と回答された方の割合が 53.1％、

「空き家はあるが特に問題はみられない」と回答された方の割合が 25.7％である一方、「放置

され老朽化した空き家がある」または「老朽化が激しく危険な空き家がある」と回答された方

の合計は 17.0％となっています。前回（平成 30（2018）年）アンケート結果と比較すると、

「老朽化した空き家がある」との回答が約 2％増加しています。 

地区別にみると、豊住地区、大栄地区、下総地区などの郊外で空き家の老朽化に対する認知

度が高くなっています。 

21.2%

1.1%

3.2%

4.1%

6.2%

10.5%

17.9%

35.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

無回答

その他

耐震補強に伴う仮住まい等の支援

耐震診断・補強を行ってくれる業者の情報

耐震診断・補強の概算費用に関する情報

耐震補強とあわせて行うリフォームに関する支援

耐震診断・補強に関する情報

耐震診断・補強の費用に対する助成・補助金等

35.1%

22.4%

12.4%
9.3%

6.6%
1.5%

3.5%

9.3%

38.0%

13.9%

15.2%

10.1%
7.6%

1.3%
5.1%

8.9%

31.1%
28.0%

11.8%

9.9%

5.6%
1.9% 3.1%

8.7%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

資
金
面
の
問
題
か
ら
す
ぐ
に
は

実
施
し
な
い
、
で
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い

公
的
な
助
成
が
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り
、
資
金
面

の
条
件
が
整
え
ば
耐
震
改
修
工

事
を
実
施
す
る

こ
れ
ま
で
、
地
震
に
よ
る
被
害

を
受
け
た
こ
と
が
な
い
た
め
実

施
し
な
い

耐
震
改
修
工
事
を
実
施
し
て
も

想
定
外
の
地
震
に
は
対
処
で
き

な
い
た
め
実
施
し
な
い

低
コ
ス
ト
の
部
分
補
強
や
耐
震

シ
ェ
ル
タ
ー
等
の
工
事
で
あ
れ

ば
実
施
す
る

す
ぐ
に
耐
震
改
修
工
事
を
実
施

す
る

そ
の
他

無
回
答

全体(259)

昭和55(1980)年以前（79）

昭和56(1981)年以降（161）

図 3-41 耐震診断や補強を行うために特に必要だと思われること 

震性がない場合の耐震改修工事の意向 

図 3-40 耐震性がない場合の耐震改修工事の意向 
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空き家が増えることへの不安では、「不法侵入や放火等の防犯面の不安」と回答された方の

割合が 29.8％と最も多く、次いで「草木の繁茂等の街並み景観の低下」が 24.2％、「不法投

棄や棲みついた動物等による衛生面の不安」が 19.4％となっており、市の空き家対策として

効果的と思う施策では、「『空き家バンク制度』による空き家の利活用」と回答された方の割

合が 38.7％と最も多く、次いで「危険な空き家に対する指導」が 23.6％、「空き家に住み替

える時の空き家のリフォーム資金の助成」が 20.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.3%

21.4%

24.4%

11.2%

8.2%

66.7%

10.0%

16.7%

7.1%

6.8%

19.0%

14.1%

33.3%

5.4%

12.2%

3.3%

16.7%

3.3%

7.1%

2.3%

1.6%

27.5%

0% 20% 40% 60% 80%

無回答（3）

大栄地区（56）

下総地区（41）

ニュータウン地区（188）

遠山地区（61）

豊住地区（6）

久住地区（30）

中郷地区（6）

八生地区（14）

公津地区（133）

成田地区（189）

全体（727）

放置され老朽化した空き家がある 老朽化が激しく危険な空き家がある

29.8%

24.2%

19.4%

13.8%

6.9%

5.5%

0.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

不法侵入や放火等の防犯面の不安

草木の繁茂等の街並み景観の低下

不法投棄や棲みついた動物等による衛生面の不安

建物倒壊等による防災面の不安

不安は特にない

地域活力・地域コミュニティの低下に対する不安

その他 回答数289

38.7%

23.6%

20.2%

9.5%

4.8%

1.7%

1.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

「空き家バンク制度」による空き家の利活用

危険な空き家に対する指導

空き家に住み替える時の空き家のリフォーム資金の助成

市民の憩いの場、交流拠点としての利活用

空き家に住み替える時の引越し代の助成

市による空き家対策は必要ない

その他
回答数1042

目につく空き家はない

53.1%空き家はあるが特に

問題はみられない

25.7%

放置され老朽化した空き

家がある

14.2%

老朽化が激しく危

険な空き家がある

2.8%

その他

1.2%
無回答

3.0%

図 3-43 近所の空き家の状況（地区別） 

図 3-42 近所の空き家の状況 

図 3-44 近所に空き家が増えることへの不安  

図 3-45 市の空き家対策として効果的と思う施策 
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 ８）公営住宅の在り方について                           

今後の公営住宅整備等に対する考えでは、「低所得者、高齢者、子育て世帯等の居住確保の

ため、今後も増やすべき」と回答された方の割合が 28.5％と最も多くなっています。これを持

家・借家別でみると、「今後も増やすべき」と回答した方の割合では、借家が 45.2％と持家の

24.9％より 20％以上高くなっています。 

公営住宅を借りるとした場合に重視することでは、「日常生活の利便性」と回答された方の

割合が 21.5％と最も多く、次いで、「高齢者への配慮（バリアフリー）」、「周辺の治安・防

犯性」となっており、年収別で重視する内容には、ほとんど差がありませんでしたが、合計世

帯年収が 300万円以上の世帯では、「高齢者への配慮（バリアフリー）」よりも「日常生活の

利便性」と回答された方の割合が約 5％高くなっている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.5%
18.8%

14.9%

11.8%
8.9% 8.6%

5.2%
4.1%

3.2%
1.3% 0.6%

1.2%

21.5%
22.6%

15.9%
11.6%

5.6%

10.5%

3.2% 3.5%

3.5% 0.5%

0.5%

1.1%

21.8%

16.9% 14.9%

12.1%

10.0%
7.8% 5.9% 4.9%

3.2%
1.1%

0.6%

0.7%
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全
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い
た
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少
な
さ
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の
費
用
負
担
等
省
エ

ネ
対
策

住
宅
の
広
さ
、
間
取
り

外
部
か
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騒
音
な
ど
に
対

す
る
遮
断
性

近
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ニ
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ィ
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境

周
辺
の
自
然
環
境

周
辺
の
ま
ち
な
み
景
観

そ
の
他

全体（回答数1914）
300万円未満（回答数372）
300万円以上（回答数1264）

0.8%

4.8%

0.8%

12.9%

21.0%

14.5%

45.2%

4.7%

3.8%

2.1%

12.6%

22.6%

29.4%

24.9%

4.3%

4.1%

1.9%

12.8%

21.9%

26.5%

28.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

公営住宅は廃止すべき

現状戸数を確保すべき

民間に任せたり、老朽化住宅を取り壊したりするなど、戸

数を減らす

わからない、何とも言えない

低所得者、高齢者、子育て世帯等の居住確保のため、今後

も増やすべき

全体（727）

持家（579）

借家（124）

注）持家・借家別集計では、「社宅・宿舎、寮」「その他」と回答され

た方及び無回答の方を除いているため、全体の数と異なっている。 

図 3-46 今後の公営住宅の整備について 

図 3-47 公営住宅を借りる場合に重視すること 
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９）市の今後の住宅関連施策について                        

市の住宅施策や住環境対策として効果的と思うことでは、「高齢者や障がい者の方が暮らし

やすい住宅づくりの支援・推進」が 16.4％と最も多く、次いで「若者世帯・子育て世帯が安心

して暮らすことができる住宅の供給」「道路・公園・下水道などの公共施設の整備」「住宅地

の防災性や安全性の確保」となっています。年代別では、10 代～30 代までは「若者世帯・子

育て世帯が安心して暮らすことができる住宅の供給」が最も多くなっているものの、40 代～

50 代、60 代以上では「高齢者や障がい者の方が暮らしやすい住宅づくりの支援・推進」が多

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者や障がい者が安心して暮らすために効果的と思うものでは、「自宅で介助や介護が受

けられる福祉サービスの充実」「自宅の身近なところでのデイサービスや医療施設の整備」な

ど、地域包括ケアシステムの推進・充実を望んでいることがうかがえます。 

また、子育て環境に重要だと思うものには、「子どもが遊べる場所がある」が最も多くなっ

図 3-48 住宅施策や住環境施策として効果的と思うもの   

0

2.3%

0.9%

0.9%

1.2%

1.9%

2.2%

2.0%

3.9%

5.7%

5.9%

11.8%

8.7%

7.3%

2.0%

15.8%

27.4%

0.8%

0.8%

0.6%

2.3%

1.5%

2.3%

3.4%

4.5%

6.3%

6.6%

5.3%

5.3%

9.1%

11.7%

9.6%

14.4%

15.5%

1.3%

1.6%

1.6%

1.6%

1.6%

1.3%

4.7%

5.3%

4.4%

6.0%

5.3%

6.6%

8.2%

10.0%

9.4%

22.6%

8.8%

0.6%

1.4%

1.0%

1.7%

1.8%

2.2%

2.8%

3.6%

5.7%

5.9%

6.0%

7.1%

7.8%

10.8%

10.8%

14.6%

16.4%

0% 10% 20% 30%

その他

特になし

良質な民間賃貸住宅の建設支援

住宅地の環境保全の推進（緑化や防音対策など）

建築の規制・誘導などによる美しく統一感のある街づくり

住宅に関する情報提供やリフォーム相談が出来る相談窓口の設置

持家の建設、購入の支援

公営住宅の建設・建替え・改善

空き家や空き地を有効利用するための支援

省エネ・自然エネルギー導入のための支援

住宅の耐震化のための支援

低所得者等、住宅の確保に特に配慮を要する者の居住安定支援

持家改善（リフォーム）の支援

道路・公園・下水道などの公共施設の整備

住宅地の防災性や安全性の確保

若年世帯・子育て世帯が安心して暮らすことができる住宅の供給

高齢者や障がい者の方が暮らしやすい住宅づくりの支援・推進

全体(727)

10～30代（128）

40～50代(236)

60代以上（359）
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ていますが、18 歳未満の方がいる世帯では、次いで「小児科など医療機関が近くにある」「日

用品が購入できるスーパーや飲食店がある」の回答が多く、生活の利便性を求めていることが

わかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.8%

1.1%

1.3%

3.3%

5.5%

5.2%

5.8%

7.7%

8.4%

10.1%

22.6%

28.1%

0.6%

1.7%

2.8%

3.6%

5.3%

8.4%

10.3%

9.7%

13.9%

27.6%

37.9%

61.8%

0.5%

1.2%

1.4%

2.6%

4.2%

4.9%

5.7%

6.5%

8.0%

12.6%

21.5%

30.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

高齢者や障がい者などが居住できる民間借家のあっせん

特になし

高齢者や障がい者などが居住する民間借家への家賃補助

高齢者や障がい者などが民間借家に入退去する際のサポート

の充実

高齢者や障がい者などの公営住宅への入居の優遇

高齢者や障がい者などがお互いに協力して暮らせるような支

援措置

高齢者や障がい者などの生活に配慮した設備を備えた公営住

宅の建設

高齢者や障がい者などが安心して外出できる道路や公共施設

の整備

自宅を高齢者や障がい者などに配慮した住宅に改善する際の

助成支援

自宅の身近なところでのデイサービスや医療施設の整備

自宅で介助や介護が受けられる福祉サービスの充実

全体（727）

65歳以上の方がいる世帯（378）

65歳以上の方がいない世帯(349)

図 3-49 高齢者や障がい者が安心して暮らすための重点施策として効果的と思うもの 

図 3-50 地域の子育て環境について重要だと思うもの 
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子どもが安心して遊べる場所がある

防犯対策が充実している

小児科など医療機関が近くにある

歩行者環境の整った道路がある

日用品を購入できるスーパーや飲食店がある

幼稚園や小学校が近くにある

子ども連れで過ごしやすい場所がある

駅やバス停が近くにある

日常生活圏が静かで穏やかである

子育て支援施設が近くにある

子育てサークルやコミュニティがある

その他

全体（727）

18歳未満がいる世帯（129）


